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第７条（取消権の行使期間等） 

（取消権の行使期間等） 

第７条 第４条第１項から第４項までの規定による取消権は、追認をすることが

できる時から１年間（同条第３項第８号に係る取消権については、３年間）行

わないときは、時効によって消滅する。当該消費者契約の締結の時から５年（同

号に係る取消権については、10年）を経過したときも、同様とする。 

２ 会社法（平成17年法律第86号）その他の法律により詐欺又は強迫を理由とし

て取消しをすることができないものとされている株式若しくは出資の引受け又

は基金の拠出が消費者契約としてされた場合には、当該株式若しくは出資の引

受け又は基金の拠出に係る意思表示については、第４条第１項から第４項まで

の規定によりその取消しをすることができない。 

 

Ⅰ 第１項 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

民法第 126 条では、取消権の行使期間を、「追認をすることができる時から５年

間」、「行為の時から 20 年」と定めているところ、本法では、消費者が誤認、困惑し

たことにより、又は過量な内容の消費者契約の締結について勧誘を受けたことによ

り、消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を行った場合の取消権について、

その行使期間を、「追認をすることができる時から１年間」、「当該消費者契約の締結

の時から５年」としたものである。 

本法の対象である消費者契約においては、契約当事者の一方は必ず事業者である

ところ、事業者の行う取引は、反復継続的に行われるという性質を持つ。このため、

事業者の行う取引は、迅速な処理が求められ、かつ、取引の安全確保、法律関係の

早期の安定に対する要請が高い。 

また、本法は、民法の定める場合よりも取消しを広く認めるものであるので、私

人間におけるあらゆる行為を想定し、その取消権の行使期間を定める民法の場合と

比べ、取消権の行使期間を短く規定した。 

 

（２）平成 28 年改正 

 

平成 28 年改正前の本項は、短期の取消権の行使期間を「追認をすることができる

時から６箇月間」としていたが、不当な勧誘を受けて契約を締結し、この期間を経

過してしまう消費者が一定数存在していた。他方で、取引の安全の確保を図り、早

期に法律関係を確定させる必要があるという要請もある。そこで、このような要請

も考慮しつつ、消費者被害ができる限り救済されるよう、平成 28 年改正において、
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短期の取消権の行使期間を「追認をすることができる時から１年間」に伸長した。 

 

（３）令和４年臨時国会改正 

 

霊感等による知見を用いた告知に係る勧誘に対する取消権（第４条第３項第８号）

については、当該勧誘を受けた場合に霊感等による正常な判断を行うことができな

い状態から抜け出すためには相当程度の時間を要するという指摘などを踏まえ、令

和４年臨時国会改正において、上記の取消権の行使期間を、追認をすることができ

る時から３年間、消費者契約の締結の時から 10 年に伸長した。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「追認をすることができる時」 

短期の取消権の行使期間の起算点となる「追認をすることができる時」とは、取

消しの原因となっていた状況が消滅し、かつ、取消権を有することを知った時であ

る（民法第 124 条第１項参照）。本法においては以下のとおりである。 

ア 誤認類型の場合（第４条第１項、第２項） 

事業者の行った「重要事項について事実と異なることを告げる」（第４条第１項第

１号）行為、「将来における変動が不確実な事項につき断定的判断を提供する」（同

項第２号）行為、「ある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費

者の利益となる旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる

事実を故意に告げな」い（同条第２項）行為により、消費者が誤認をしたことに気

付き、かつ、取消権を有することを知った時が「追認をすることができる時」とな

る。 

イ 困惑類型の場合（第４条第３項） 

消費者が、第４条第３項に規定する事業者の行為による困惑から脱した時が「追

認をすることができる時」となる。 

例えば、同項第１号及び第２号では、消費者が、事業者の行った「退去しない」

（同項第１号）行為、「退去させない」（同項第２号）行為による困惑を脱し、かつ、

取消権を有することを知った時が「追認をすることができる時」となる。 

通常は、事業者の上記各行為を免れた時に、困惑から脱することが考えられる。

具体的には以下の場合が考えられる。 

（ア）当該消費者が退去すべき旨の意思を示した住居又は業務を行っている場

所から、当該事業者が退去した時（同項第１号） 

（イ）当該消費者が退去する旨の意思を示した場所から、当該消費者が退去し

た時（同項第２号） 

ウ 過量な内容の消費者契約の場合（第４条第４項） 
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消費者が過量な内容の消費者契約を締結してしまうのは、当該消費者に当該消費

者契約を締結するか否かについて合理的な判断をすることができない事情がある場

合であると考えられるため、当該消費者契約を締結するか否かについて合理的な判

断をすることができない事情が消滅し、かつ、取消権を有することを知った時が「追

認をすることができる時」となる（注１）。 

なお、個別具体的な状況にもよるが、以下の場合などが考えられる。 

（ア）消費者が、過量な内容の消費者契約であることを認識していなかったた

めに、当該消費者契約を締結してしまった場合であれば、その後、当該消費

者契約が過量な内容のものであることを認識した時（注２） 

（イ）消費者が、事業者による過量な内容の消費者契約の勧誘に対して、断りた

くても断り難い心理状態にあったために、当該消費者契約を締結してしまっ

た場合であれば、そのような心理状態を脱した時（注３） 

（注１）「合理的な判断をすることができない事情」とは、過量な内容の消費者契約を締

結する原因となった事情であり、取消しが認められる事例には、必ず何らかの「合

理的な判断をすることができない事情」があると考えられる。 

（注２）例えば、次々販売において消費者が、既に同種の物品を購入していたことを失

念していたために過量な内容の契約を締結してしまった事例であれば、当該消費者

が、既に同種の物品を購入・所有していたという事実を知れば、過量な内容のもの

であることを認識することになると考えられる。 

（注３）例えば、事業者より無料で商品の譲渡やサービスの提供等を受けた後に契約締

結を勧められたことにより、当該消費者が断り難い心理状態となって契約を締結し

てしまった事例のように、その勧誘が終了してしまえば、他に過量な内容の契約を

締結する要因となる事情がない場合であれば、通常は、当該勧誘が終了すれば当該

心理状態を脱したものといえる。他方で、先輩・後輩又は使用者・被用者その他の

人間関係を背景として過量な内容の契約締結を勧められて締結してしまった事例

のように、当該勧誘が終了した後も、当該消費者契約の締結を断ることができなか

ったのと同じ心理状態が継続するのであれば、当該心理状態を脱するまでは、取消

しの原因となっていた状況が継続していると考えられる。 

②「１年間（同条第３項第８号に係る取消権については、３年間）行わないとき」 

（ア）取引社会の実情において、比較的短期間のうちに請求、弁済がなされてい

ることからも、早急に法律関係を確定させる必要がある 

（イ）他方、不当な勧誘を受けて契約を締結した消費者ができる限り救済される

ようにする必要もある 

ことなどを考慮し、短期の取消権の行使期間を１年と定めた。 

 また、霊感等による知見を用いた告知に係る勧誘に対する取消権については、霊

感等による正常な判断を行うことができない状態から抜け出すためには相当程度の

時間を要し、かつ、その間は他人からは通常の状態に見えるが、本人には葛藤が続
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いているとする指摘などを踏まえ、短期の取消権の行使期間を３年としている。 

③「時効によって消滅する」 

取消権は形成権であり、取消権者の一方的な権利行使により、直ちに完全な効果

を生ずる。取消権を有する消費者は、事業者に対して意思表示をすることによって

これを行使することができ（民法第 123 条）、取消しの意思表示が事業者に到達すれ

ば、取消しは有効となる（意思表示の方法の如何は問わないが、後で取消しの意思

表示の有無が争われないようにするために、裁判外で取消権を行使する場合には、

内容証明郵便・配達証明郵便を用いて行うことが多い。）。 

しかしながら、取消権は「追認をすることができる時から１年」、又は「当該消費

者契約の締結の時から５年」のいずれか一方の期間の経過によって消滅する。した

がって、当該期間の経過後に取消しの意思表示をしたとしても、その取消しは効力

を有しない。 

なお、取消権が消滅していることの立証責任は、事業者が負う。例えば、１年の

行使期間について、消費者がどの時点で誤認に気付いていたかが争いとなった場合

には、事業者は、間接事実（例えば、消費者から苦情が持ち込まれた日時等）の積

み重ねによって立証していくことになる。 

④「当該消費者契約の締結の時から」 

長期の取消権の行使期間の起算点について、民法で定める「行為の時」とは異な

り、本法では「当該消費者契約の締結の時」とした。 

その理由は、 

（ア）消費者と事業者の間で行われる契約が対話者間契約の場合は、通常「当該

消費者契約の締結の時」と「行為の時」（＝消費者が契約締結のための意思表示

をした時）の時期は等しくなる。 

（イ）起算点が若干異なることとなる隔地者間契約の場合について、「行為の時」

と規定すると、消費者が申込みを行う時には、到達主義に基づき、事業者に意

思表示が到達した時点が起算点ということになるが、消費者にとって、自らの

意思表示がいつ到達したのかが明確ではないという問題を生む。 

ということである。 

そこで、本法はできるだけ明確な民事ルールを規定するものであることから、よ

り客観的に明確な「当該消費者契約の締結の時」を起算点と規定することとした（隔

地者間契約の場合であっても、事業者の発する契約締結の諾否の通知等に記載され

た日付等によって、「消費者契約の締結の時」は、消費者にも明らかとなると考えら

れる。）。 

⑤「５年（同号に係る取消権については、10 年）を経過したとき」 

消費者の権利の保全及び取引の安全という両者の要請を踏まえ、本法では、長期

の取消権の行使期間を５年と定めた（注）。 

 また、霊感等による知見を用いた告知に係る勧誘に対する取消権については、①
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霊感等による正常な判断を行うことができない状態から抜け出すためには相当程度

の時間を要するという指摘があるところ、短期の取消権の行使期間を伸長しても長

期の取消権の行使期間を伸長しなければ結果的に取消権が時効消滅してしまうと想

定されること、及び②期間を伸長する場合には数字的にも明確であり、多くの者が

理解しやすい期間とすることが適切であるが、事業者の行う取引についての迅速処

理、法律関係の早期安定の要請を図る必要もあること、を踏まえ長期の取消権の行

使期間を 10 年としている。 

 

（注）本法の立案時においては、商事債権について５年間の消滅時効を定めた商法第 522 条の

規定も参考とされた。 

 

Ⅱ 第２項 

 

１ 趣旨 

 

株式の引受けという行為は、対公衆的意思表示としての性質を有し、その内容は

資本団体の創設という経済的意義を有することからも、この行為を信頼する公衆の

利益を保護すべき要求が強い。この性質は会社法第 51 条第２項、第 102 条第６項、

第 211 条第２項に規定する詐欺、強迫等の取消しの理由如何によらず妥当するもの

であるから、本法においても同様に株式引受けの取消しの制限をしたものである。 

また、このことは、会社法以外の法律の規定により株式若しくは出資の引受け又

は基金の拠出について詐欺又は強迫を理由として取り消すことができないものとさ

れている場合にも同様に当てはまることから、そのような場合においても本法第４

条第１項から第４項までの規定が適用されないことを規定することした。 

 

２ 条文の解釈 

 

「会社法（平成 17 年法律第 86 号）その他の法律により詐欺又は強迫を理由とし

て取消しをすることができないものとされている株式若しくは出資の引受け又は

基金の拠出」 

 

株式若しくは出資の引受け又は基金の拠出に関して、詐欺又は強迫を理由として

取消しをすることができない旨を規定する法律の規定の例としては、会社法第 51 条

第２項（同項を準用する資産の流動化に関する法律第 25 条第１項）、第 102 条第６

項（同項を準用する投資信託及び投資法人に関する法律第 75 条第５項）及び第 211

条第２項（同項を準用する資産の流動化に関する法律第 41 条第６項、協同組織金融

機関の優先出資に関する法律第 14 条第１項、投資信託及び投資法人に関する法律

第 84 条第１項）のほか、金融商品取引法第 101 条の 15 第２項、保険業法第 30 条の

５第３項及び第 96 条の３第２項、商品先物取引法第 131 条の５第２項等がある。 


